
1

社会変化と⽔インフラ研究会

2024/7/24

東京⼤学・先端科学技術研究センター
（⼤学院⼯学系研究科・都市⼯学専攻）

准教授 春⽇郁朗

2024年度⽔・地域イノベーション財団成果発表会



Water 5.0研究会の紹介
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 正式名称
社会変化と⽔インフラ研究会（仮称︓water5.0） 2018~ （座⻑︓春⽇郁朗）
産官学の⽔セクターの中堅・若⼿ 25名

 研究会の⽬的
社会情勢の変化やこれらに伴う⽔インフラの課題について、⽔インフラの中だけで閉じた議論をす
るのではなく、様々な社会的課題や動向と連関して、前向きかつ多⾯的な議論を発信する

 これまでの研究会の歩み
・ 第１次研究会（1988-1992）︓地球環境時代の⽔道（座⻑︓⼤垣眞⼀郎/松⽥奉康）

・ 第２次研究会（1994-1998）︓次世代の⽔道技術（座⻑︓⼤垣眞⼀郎）
・ 第３次研究会（2002-2007）︓持続可能な⽔供給システム（座⻑︓⻑岡裕）
・ 第４次研究会（2009-2017）︓⽔システム国際化（座⻑︓滝沢智）



研究会の問題意識
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• 上下⽔道（⽔インフラ）は当たり前のインフラに…
令和3年度 ⽔道普及率︓98.2%、汚⽔処理⼈⼝普及率︓92.6%

• ⽔インフラを取り巻くヒト・モノ・カネの変化は内部で議論されがち
• ⼈⼝減少・⾼齢化に起因する⼤きな社会経済の変化との関連で議論しない

と、社会の合意を得にくくなる。

当たり前の
⽔インフラ

社会全体のヒト・モノ・カネの課題
（社会的合意の優先順位）

⽔インフラの課題を、他の社会的変化や動向と
関連させて外側から考えることが重要

医療 介護

エネル
ギー 教育

社会
保険

⾷料



研究会のトピック
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 都市の変化 「よりよい⽣活/社会」を実現するための変⾰とは︖
 都市／⼈々の⽣活（スマートシティ、縮⼩都市にあった⽔インフラのカタチとは︖）
 Society5.0・イノベーション（情報⾰命は⽔インフラに何ももたらすのか︖）

 地域の変化 「いまの⽣活」を続けられるのか︖
 ⽣活するためのコストの可視化（QoLを維持するためにいくら払っているのか︖）
 公共インフラ/サービスのカタチ（⽔インフラ×ガス、通信など異業種連携の⾏⽅）
 ⽔インフラの「縁の下の⼒持ち効果」とは︖（⽔インフラの地域経済への貢献︖）

 価値の変化 「価値の変化」に対応した⽔インフラの変化
 ⽔インフラに対する価値観の変化（企業のESG投資など、⽔に新たな付加価値がついてい

る︖⼤きな⾃然災害や断⽔後に実感する⽔インフラの価値）
 様々な資⾦源（これまでは公共投資→銀⾏や投資家も関⼼︖）



⼟⽊学会誌 2023.12号 “No上下⽔道 No Life”
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財団⽀援により実施した研究活動
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備考内容⽇程

⾃治体の財政的視点から⾒た⽔道
事業の特性と課題

識者インタビュー
福岡地区⽔道企業団 今村寛様2023/6/8

⼀般市⺠へのアンケートから⾒る
⽔の価値観の変化

識者インタビュー
ミツカン⽔の⽂化センター 浦本五郎様2023/9/6

定例研究会2023/10/13

「変わっていく社会とこれからの
⽔インフラ」

全国⽔道研究発表会サイドイベント
（参加者約100名）2023/10/18

定例研究会2023/12/11

定例研究会2024/1/27

研究会の活動紹介⼟⽊学会中⻑期下⽔道技術システム調査検討⼩委員会2024/2/16

幹事会2024/3/4

情報発信
1.研究成果のウェブ公開（https://water5.main.jp/）
2.⽔道新聞に研究会活動の連載記事を掲載（2023年8⽉24⽇、2023年10⽉30⽇）
3.⼟⽊学会誌に特集記事を寄稿（⼟⽊学会誌Vol.108, No.12）



ワークショップ「変わっていく社会とこれからの⽔インフラ」
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主催︓ 社会変化と⽔インフラ研究会、⽇本⽔道新聞社
後援︓ ⼀般財団法⼈ ⽔・地域イノベーション財団
⽇時︓ 2023年10⽉18⽇（⽔） 16:00〜18:00
会場︓ 東京ビッグサイト
パネルディスカッション︓
司会 東京⼤学・准教授 春⽇ 郁朗

• 妙⾼グリーンエナジー・顧問 ⽶持 和⼈
• 岩⼿県⽮⼱町・政策推進監 吉岡 律司
• 東京⼤学・准教授 瀬⽥ 史彦
• 東京⼤学・准教授 橋本 崇史
• ⽇⽔コン 海外事業部・副部⻑ 松原 康⼀
• JFEエンジニアリング 環境本部・主幹 中園 隼⼈

地域の公共インフラ・サービスを持続するための処⽅箋は︖

⼈⼝減少時代の都市とインフラの⾏先は︖

⽔インフラに対する価値観はどう変わり、どう変えていくべきか︖

Question 1

Question 2

Question 3



①都市の変化︓⼈⼝減少と縮⼩都市
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• ⼈⼝減少、本格的な⾼齢化社会

都市の在り⽅、⼈々の働き⽅、ライフスタイルの変化により適応

• 様々なサービスの縮⼩、劣化（担い⼿不⾜）→利便性低下
• コミュニティーの存続危機→地域のsafety netの低下

ドイツ・シュテンダール
• 1980年代後半から⼈⼝減少
• 住⼾・インフラ縮減地区を設
• 上下⽔道︓15%の管路を解体す

る必要性
• 料⾦格差を設定、市街地へ誘導

を試みる「同等の⽣活⽔準」規
定に違反し、頓挫

⽶国・ヤングスタウン
• “縮退型”の新総合計画、「⼩さい

都市であることを受け⼊れる」
• 公共サービス（道路・上下⽔道）

の廃⽌を実施
• 居住者がいない地区を通⾏⽌め、

上下⽔道を撤去
• 草の根・中間的組織による⼟地利

⽤転換促進



①都市の変化︓⼈⼝減少と縮⼩都市
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人口減少都市（米国）におけるその他取組み都市

• 空き地の新たな土地利用計画を提示。

→ 積極的に利用する地区（都市農業、GIによるCSO流出抑制）

→ 消極的に利用する地区（自然林、都市林など）
デトロイト1)

• 空洞化の状況に応じて地区を低密度化。

→ 緑豊かな土地として再生する地区（コミュニティガーデン等)

→ 区画統合して利用転換する地区（大規模都市農業、工場開発）

フリント2)

1)新妻ら（2017）都市計画報告集、2)⽮吹ら（2017）⽇本建築学会計画系論⽂集、3)⽮吹ら（2017）都市計画報告集

空き地・空き物件に将来的な価値向上を⾒出す
⾏政機能と住⺠の間を補完する中間組織の役割

⼈⼝減少＝インフラの撤退とすると住⺠との軋轢は必⾄



②地域の変化︓これからの公共サービスのあり⽅
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独⽴採算・料⾦値上げ税⾦・補助⾦の投⼊

⽣活への配慮・値上げ抑制総括原価⽅式・受益者負担

公益（住⺠の利益） 私益（企業の利益）

⾼いサービス⽔準/コスト 許容可能なサービス⽔準/コスト

実現に向けた問題・課題⽬的・メリット連携形態
 「損する⼤規模事業体」と「得する中⼩事業体」の

関係がネックになるか︖
 広域化のまとめ役を担う⼤規模事業体へインセン

ティブを与える仕組みが必要か︖
 そもそも、市町村合併や国内⼀⽔道（全国統⼀料

⾦）といった抜本的な改⾰が必要か︖

 地域格差の是正（⽔道料⾦の平準
化、経営資源の平準化）

 共通事務（総務⼈事・受付業務な
ど）の共同化によるコスト縮減

広域連携

 コンセッションの場合、収益性を⾒込めない中⼩事
業体に対して⺠間企業が⼿を挙げるのか︖

 コンセッションが⼀般化した場合、受け⼿となる⺠
間企業は⾜りているのか︖

 事業体職員の減少への対応（直営
→⺠間）

 ⺠間企業の技術⼒による業務効率
化

官⺠連携

 ⺠間が提供するサービスを巻き込んだ連携（電気・
ガスなど⇒収⼊の柱）が必要か︖

 共通事務（総務⼈事・受付業務な
ど）の共同化によるコスト縮減

最⼤のメリットを模索中…
サービス連携

地域の公共サービスを
めぐる様々なバランス



②地域の変化︓異業種連携
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「異業種連携」の可能性

＜課題＞
• 安定的な⿊字事業の確保（2020年冬の市場⾼騰の地域新電⼒への影響）
• ガバナンス（過去の第３セクターの失敗例、公益事業を⺠間が担うこと

への世論）

• 新潟県妙⾼市 ガス・上下⽔道を束ねての官⺠連携
• みやま市 ⾃治体新電⼒事業とあわせ⾒守りサービス、宅配サービス）
• ドイツ シュタットベルケ→サービス⼀元化

内容業種事例
共同検針⽔道×電気×ガススマートメータ―
同調⼯事、技術転⽤（マッピングシ
ステム）
共同開発（漏⽔検知システム）
共同管理（埋設管障害窓⼝）

⽔道×ガス
⽔道×通信
通信×ガス

埋設管路

デマンドレスポンス
バイオマス発電

⽔道×電気
下⽔道×電気

カーボンニュートラル

「複合事業化」により効率化、全体最適を⽬指す事例も

電⼒事業、ガス事業は⼩売り⾃由化が進み厳しい顧客の奪い合い
⇒新たなビジネスチャンスとして上下⽔道事業に興味︖



③価値の変化︓変わるもの/変わらないもの
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価値観を変えるような⼤きな社会変化
（SDGs、ESG、少⼦⾼齢化、気候変動、脱炭素、

⾃然災害、パンデミックなど）

私たちのまわりの「ひと」「地域」「社会」
の考え⽅・捉え⽅（価値観）はどのように

変化し、相互作⽤するのか︖

「変わるもの」何を捨てるべきか︖
「変わらないもの」何を⼤事にするべきか︖
⽔インフラに関わる「ひと（ステークホルダー）」はどのように変化し
ているか︖

社会

？

！

⼈・考え⽅の多様化

影響「あるべき姿」
が変わる

⽔インフラの不易流⾏とは



③価値の変化︓プレーヤーの変化
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需要者 事業体
（供給責任）

⽴法

銀⾏

⼤学

⺠間企業

市⺠
市⺠グループ

機材・資材・サービス

料⾦決定議決権者の選定
メディア

融資
（市債・企業債）

⼈材・
技術

サービス供給

料⾦の⽀払い

対価

国

県

機関
投資家

受託運営
事業者

✓広域化

✓⾏政移管

✓プレイヤー・責任範囲の拡⼤

✓⽔に求めることの多様化
（価格・⽔質・災害対応・・・）

✓⾏政の制約増⼤
（⼈材不⾜・収⼊減少・⽼朽化・災害・・・）

世論形成 需要者と事業体の
シンプルな関係と、
公共事業としての
資⾦調達

⾼度成⻑期~2000年代頃

補助・
財政投融資

縮⼩?

需要者≒メディア

各ステークホルダーの
役割は変わり、複数の

顔を持っている。
＋運営ノウハ
ウ

監督

資機材等

地⽅銀⾏が⾒る⽔インフラの可能性
2023年8⽉21⽇ ⽇本⽔道新聞

Water5.0特集記事



今後の展開
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• 最終的な研究会活動の取りまとめ（次年度を⽬途）
→電⼦書籍化

• ⼀般の⽅々へのアウトリーチ活動
→⾼校⽣や⾃治体との連携・ワークショップ




